
 

福島第一原子力発電所事故の確率論的安全評価の観点からの考察 
Discussions of Fukushima nuclear power plant accidents by a viewpoint of PSA 

松岡 猛 
Takeshi Matsuoka 

宇都宮大学基盤教育センター 
Center for Fundamental Education, Utsunomiya  University 

 

1. はじめに 
平成２３年３月１１日に発生した東日本大地震とそれに

ともなう津波により，東京電力福島第一原子力発電所の１

号機～３号機が炉心溶融を起こすという未曾有の事故が発

生してしまった． 
確 率 論 的 安 全 評 価 （ PSA ： Probabilistic Safety 

Assessment）では，原子力プラントの設計・建設の前にプ

ラント運転にともなうリスク評価（炉心損傷頻度等）を実

施することが可能である．その評価結果は，設計の改善，

運転管理，万一の事故時の対応策，あるいはプラント建設

決定にとって貴重な情報となる．米国では全ての原子力プ

ラントを PSA 手法により評価・チェックすることが義務付

けられている(1)．我が国では，アクシデントマネジメント

の有効性検討や定期安全レビューにおける原子力発電所の

安全性の定量的な評価への適用が行われており，現在原子

炉の立地審査に PSA を導入すべく検討が進められている(2)． 
本報では，地震動により外部電源が喪失し引き続いての

津波による非常用発電機停止の状態における，福島第一原

子力プラントの炉心損傷の確率をイベント・ツリー手法を

用いて評価した．現実には１～３号炉とも炉心損傷が発生

してしまったが，この事実に対する本評価結果の意味する

ところを検討し，今回の原子力事故について考察を行った． 
 

2. 沸騰水型原子炉の非常用冷却系 
 原子力プラントにおいては，事故を引き起こす可能性の

ある事象（起因事象）がプラントに発生した場合，各種の

安全系を動作させることにより事故の発生を防止するシス

テムとなっている．PSA ではこれらの安全系の動作がラン

ダム故障(内的事象)，外部的要因，運転員の誤操作等によ

り停止する確率を評価し，炉心損傷事故等の発生確率を算

出する． 
 沸騰水型原子炉では，通常運転時には冷却水の循環によ

り炉心（発熱部）からの熱をタービンに伝達し発電に用い

ている．万一冷却水の循環が停止した場合，通常の冷却系

とは別系統により炉心の冷却を行う安全系が備えられてい

る． 
 図１に一般的な沸騰水型原子炉（BWR)の非常用冷却系

（ECCS)の概要を示す(3)．発生した起因事象によっても対

応は多少異なるが，まず高圧注入系により炉心冷却を実施

する．炉心冷却が進んだ段階で低圧冷却系に切換えての冷

却を行う．更に長期間にわたる冷却は残留熱除去系(RHR)
により行う．もし，原子炉圧力が高い段階で高圧冷却系が

停止した場合は原子炉の減圧を行い低圧冷却系を用いて冷

却する． 

 高圧炉心スプレイ系(HPCS)では初期の水源は復水貯蔵タ

ンクを用い，最終水源は圧力抑制プールから取るシステム

となっている．HPCS の動作開始には１個の電動弁

（MOV)の開操作とポンプの起動が必要となる． 
 低圧注入系(LPCI,LPCS)も同様の配管系であるが，水源

は圧力抑制プールあるいは外部からの供給水となる．低圧

注入系は同等の機能を持った４系統が備えられており，そ

のうちの１系統の動作成功で炉心の除熱が可能である．残

留熱除去系も２系統中１系統の動作成功で炉心冷却が可能

となる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１．一般的な沸騰水型原子炉の非常用冷却系 
 
 なお，何らかの異常により，通常の給水系が使用不可と

なり原子炉が隔離・閉鎖された場合に炉心の崩壊熱による

蒸気を利用してポンプを駆動し炉心部の冷却を行う系統が

ある．図２は福島第一原子力発電所２，３号機の隔離時冷

却系（RCIC）である(4)．この系統は電力が全て失われた場

合でも動作可能な点に特長がある．但し、外部冷却水（海

水等）による冷却が不可能な場合は格納容器内の温度・圧

力が上昇していくので、長期の機能維持のためには格納容

器ベントが必要となる。RCIC は非常用冷却系とは別系統

である． 
 東京電力福島原子力発電所の事故についての報告書(4)，

操作実績取り纏め (5)をみると，冷却系の構成が一般の

BWR 型原子炉とは異なっている点があることがわかる． 
 福島第一原発については高圧炉心注水系（HPCI）も、全

交流電源喪失を考慮して図３に示す様にタービン駆動とな

っている．また，１号機は比較的古い形式の原子炉のため

RCIC がなく，全交流電源喪失を考慮して非常用復水器

（IC）が設置されている．この IC は図４に示す様に２系

統の冗長系となって信頼度を高めてある． 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２．福島第一原子力発電所 2,3 号機の RCIC 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３．福島第一原子力発電所 1,2,3 号機の HPCI 
 

3. 福島第一原子力発電所での地震発生後の 
    対応 
 福島第一原子力発電所１号機～３号機で地震発生直後か

ら実際に行われた炉心冷却関係での対応操作は各種事故調

査報告書での記載があるが、平成２３年５月１６日東京電

力発表の資料（5）を基に概要をまとめると以下の様になっ

ている． 
 地震直後には自動炉停止が速やかに行われ、外部電源喪

失に対応すべく全ての非常用発電機が起動されており特に 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４．福島第一原子力発電所 1 号機の IC 
 
問題はない。 
 炉心冷却の対応では１号機の非常用復水器系（IC）が自

動的に起動された。2,3 号機には非常用復水器系ではなく

RCIC が備えられており,RCIC を手動で起動した．ただし,
起動までにはやや時間遅れがあり、それぞれ 16 分後,20 分

後であった。 
 その後の 1 号機の推移は以下の様になっている．自動起

動していた IC の弁を 15:03 に手動で閉とし，その後津波が

来る 15:35 まで弁の開閉を繰り返した．津波による全電源

喪失時フェイルセイフ機構により IC の弁が閉じられた状

態に固定され，冷却不能となった．約 2 時間半後の 18:10
になり IC の弁が開かれたが，18:25 には再度弁が閉じられ

15 分間の冷却で終わっている．その後 21:30 になり IC に

よる冷却が再開されたとされている．炉心溶融は 20 時頃

発生と推定されている．12 日 15:36 に水素爆発発生． 
 翌日 12 日 01:48 に IC ポンプの故障が発生し冷却が停止．

この時点で 1，2 号機では非常用バッテリーが水没して

HPCI の起動が不可能になっていた． 
 ２号機では,起動した RCIC を 26 分後の 15:28 に停止して

しまった．津波来襲後いずれかの段階で RCIC を再起動し

（翌日１２日 02:55 に動作を確認），さらにその後水源を

圧力制御室へと変更した．途中の大事な時に中断があった

が，冷却が長期間続けられ 14 日 13:25 に停止状態となった

と推定されている。その後消火ポンプによる海水の炉心注

水が 16:34 になり開始された．この間約 3 時間の注水中断

があった．炉心溶融は 14 日午後 11 時頃．15 日 6:10 頃放

射性物質の大量放出開始． 
 ３号機でも起動した RCIC を 15:25 に停止している．13
分の注水中断後の 15:38 に再度手動による起動がなされ，

約 20 時間後の 12 日 11:36 に停止状態となった．その後

12:35 に HPCI が起動できた．この間注水中断時間は約１時

間であった．HPCI による冷却が約 14 時間継続した翌 13
日 02:42 に手動停止を行い消火ポンプでの注水を試みるが

減圧できず注水に失敗した．その後消火ポンプによる真水

の炉心注水が 11:55 になり開始された．この間約 9 時間の

冷却中断となった．14 日 11:01 水素爆発発生．14 日 22:00



 

炉心溶融発生．水素爆発の１時間前に炉心溶融が起こって

いたとする説もある． 
 ２，３号機とも冷却操作は比較的適切に実施されたが，

途中何度か中断が挟まり，時にはその中断も長期にわたっ

ていた． 

4. 福島第一原子力発電所の全電源喪失時の 
   イベントツリー 
 福島原子力発電所では，地震動のみでは原子炉機器に損

傷は発生せず，原子炉の自動停止が即座に成功したと言わ

れている．そこで，地震動による損傷はなしとして、その

後襲来した津波による損傷を考慮し、加えて機器のランダ

ム故障を考慮して評価を実施した． 
 まず，原子炉は津波到達前に停止されているとする．ま

た，津波により破損・機能停止した機器の復旧も考慮しな

い．原子炉建屋への津波の浸入があったのでフラジリティ

評価の結果を基に炉心損傷頻度を算出する必要がある． 
 今回、津波により交流、直流共に喪失した全電源喪失と

なっているので、その後の 168 時間（7 日間）の連続運転

をミッションタイムとし、７日後においての炉心損傷確率

を評価した．7 日の間には外部電源が復旧する可能性は大

であるという前提での評価となっている。 
 福島第一原子力発電所では，電源喪失時も蒸気駆動の IC,  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図５．福島第一原子力発電所 1 号機の全電源喪失時のイベントツリー 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図６．福島第一原子力発電所 2, 3 号機の全電源喪失時のイベントツリー 
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RCIC, HPCI の動作が可能であるのでこれらの系統の動作

の可能性を考慮した。高圧注入系の必要運転時間として 72
時間（3 日間）を設定し、それ以降は低圧注入系、あるい

は消火ポンプによる冷却水注入を考慮している。 
 以上の条件を考慮した全電源喪失後のイベント・ツリー

を作成すると，図５，６の様になる． 
 全電源喪失の場合でも，そのまま炉心損傷に直結するわ

けではなく，各種の安全系の作動により事故の終息が試み

られ，多くのシーケンスで安全な炉停止に至る． 
 IC の最大継続時間は復水器中の冷却水の容量から８時間

と見積もられているので，７２時間の原子炉からの除熱は

２系統の IC の動作と高圧注水系（HPCI）の動作を組み合

わせて行うとした．HPCI も RCIC と同様，長期間の運転継

続には格納容器ベントを必要とする． 
 外部電源喪失後イベント・ツリー中で×印のシーケンス

は 168 時間経過時点で炉心損傷発生を防止する冷却機能が

停止していることを意味している．事象の進展には時間が

かかり,厳密に言えばその時点で炉心損傷になっていない場

合もあるが,すべて炉心損傷に至るとして取り扱った． 
 主要機器の故障率としては，原子力学会レベル１PSA 実

施基準(6)に記載されている値を参考に以下の様に設定した． 
 
 電動駆動弁：  開閉操作失敗    3.6x10-3／D 
         連続使用中の故障率 2x10-7／時間 
 ポンプ：      起動失敗       3.6x10-3／D 
           連続運転中の故障率 1.4x10-4／時間 
 手動減圧失敗／格納容器ベント失敗： 3.9x10-2／D 
 

5. イベントツリーの評価結果 
 評価結果をまとめると表１の様になる．ここに示した炉

心損傷確率はいずれも条件付き確率であることに注意する

必要がある．表では比較のため、一般形式の BWR 炉につ

いて、津波のない場合の外部電源喪失時と津波等による全

電源喪失時の評価結果も併せて示してある。 
 

表１．炉心損傷確率値評価結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 一般の BWR 型プラントに比較して,福島第一 1 号機の全

電源喪失時の７２時間後における炉心損傷確率は一桁以上

大きな値になっている．これは 1 号機の場合,IC の最大運

転継続時間が８時間と短い事と，HPCI の起動に必要な非

常用バッテリーの津波対策が十分でなかったためである。 
 これに対して２／３号機では一般の BWR 型原子炉とほ

ぼ同じ炉心損傷確率となっている。全電源喪失時の冷却系

が 2 重の構成であるので，より小さな炉心損傷確率が期待

されたが，ここでも HPCI の起動に要する直流バッテリー

の津波対策が十分でなかったため一般の BWR 型プラント

と大差ない値となっている． 

6. 考察 
 福島第一原子力発電 2／3 号機では,消火ポンプによる緊

急の冷却対策を取ることにより,全電源喪失時の炉心損傷確

率は低く抑えられていたはずであることが見てとれる． 

しかし,現実には 2／3 号機において炉心損傷事故が発生し

てしまった．  
 本評価では,全電源喪失以外は全ての機器は健全である

（直流バッテリーを除く）と仮定している．現実には海水

ポンプも津波により機能しなくなっている．この影響によ

りポンプ等各種の機器の冷却ができなくなるとの指摘もあ

るが,東電の資料(5)によると津波後の炉心注水は海水ポンプ

の停止にも関わらず長時間実施されている．タービン駆動

の冷却系（IC,RCIC,HPCI）には海水ポンプの動作は必須で

はないと考えられる。 
 東電の発表では地震動による機器損傷に顕著なものはな

いとのことであるが、地震動による機器の損傷・劣化が存

在したことを指摘する事故調査報告書もある．その影響に

より炉心損傷確率が高くなり 2,3 号機 2 基同時炉心損傷が

発生したという推察も可能であろう． 
 さらに,本解析では使用可能な炉心冷却機能が順次作動で

きた場合を基本に置き,機器のランダム故障を考慮して炉心

損傷確率を算出している．実際には３章で示した様に炉心

冷却開始に遅れがあり，また途中に炉心注水中断の期間も

見られた．この様な全電源喪失後の対応が必ずしも適切で

なかったことが原因で炉心損傷に至ってしまったとも考え

られる． 
 最後に,本論で示した PSA による炉心損傷確率の算出方

法に何らかの考え落とし,方法の誤り,ミスが存在している

可能性も謙虚に検討しなくてはならない．PSA による事前

の安全評価で現実に発生する作業環境の劣化等の事故状況

をどれだけ適切に考慮できるかの問題もある．万一これら

の要因で,炉心損傷確率を現実より低く算出していたならば,
従来行われていた PSA による安全評価の見直しが必要とな

ってくる． 
 以上,福島第一原子力発電所事故を PSA の観点から検討

してみた．ここで検討した内容が今後の原子力プラントの

安全性を考える際の参考となれば幸いである． 
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外部電源喪失時
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